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労働者の健康情報の取扱いに関する実施事項（骨子案） 

 

１ 趣旨・総論 

（１）労働者が、雇用管理において労働者の不利益な取扱いにつながる不安なく、安心して

産業医等による健康相談等を受けられるようにするとともに、事業者が必要な情報を取

得して労働者の健康確保措置を十全に行えるようにするために、労働者の健康情報の適

切な取扱いのためのルールの明確化が必要。 

（２）労働者の健康情報の適切な取扱いのためのルールについては、雇用管理に必要な健康

情報の範囲は労働者の業務内容等によって異なり、また、事業場の状況に応じて適切に

運用されることが重要であることから、以下に示す原則を踏まえて、事業場ごとに衛生

委員会等を活用して労使関与の下で検討して定め、運用を図ることが必要。 

（３）なお、以下に示す事項は、事業場における労働者の健康情報の取扱いに関する原則で

あり、事業者は、事業場の状況に応じて、労働者の健康情報が適切に取り扱われるよう

その趣旨を踏まえて、異なる取扱いを労働者に説明した上で行うことも可能である。 

 

２ 労働者の健康情報の取扱いの原則 

※ 本項では、労働者の健康情報の取扱いに当たって事業者が措置を講ずべき事項全般に関して規定

する。 

（１）事業場における労働者の健康情報の取扱いの一義的な目的は、労働者の健康確保や事

業者の安全配慮義務の履行であり、事業者は、労働者が、自らの健康情報が健康確保以

外の目的のために使用（第三者提供を含む。以下同じ。）され、不合理な不利益取扱いを

受けるという不安がないようにするために、当該事業場における労働者の健康情報の取

扱いのルールを定める。 

【不合理な不利益取扱いについては、下記の文章を参考に記載することが考えられる】 

（平成27年４月15日付け心理的な負担の程度を把握するための検査等指針公示第１号 心理的な負

担の程度を把握するための検査及び面接指導の実施並びに面接指導結果に基づき事業者が講ずべき

措置に関する指針 抜粋） 

10 労働者に対する不利益な取扱いの防止 

事業者が、ストレスチェック及び面接指導において把握した労働者の健康情報等に基づき、当該

労働者の健康の確保に必要な範囲を超えて、当該労働者に対して不利益な取扱いを行うことはあっ

てはならない。このため、事業者は、次に定めるところにより、労働者の不利益な取扱いを防止し

なければならない。 

（１）法の規定により禁止されている不利益な取扱い 

法第 66 条の 10第３項の規定に基づき、事業者は、労働者が面接指導の申出をしたことを理由

とした不利益な取扱いをしてはならず、また、労働者が面接指導を受けていない時点においてス

トレスチェック結果のみで就業上の措置の要否及び内容を判断することはできないことから、事

業者は、当然に、ストレスチェック結果のみを理由とした不利益な取扱いについても、これを行

ってはならない。 

（２）禁止されるべき不利益な取扱い 

次に掲げる事業者による不利益な取扱いについては、一般的に合理的なものとはいえないため、

事業者はこれらを行ってはならない。なお、不利益な取扱いの理由がそれぞれに掲げる理由以外
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のものであったとしても、実質的にこれらに該当するとみなされる場合には、当該不利益な取扱

いについても、行ってはならない。 

ア 労働者が受検しないこと等を理由とした不利益な取扱い 

① ストレスチェックを受けない労働者に対して、これを理由とした不利益な取扱いを行うこ

と。例えば、就業規則においてストレスチェックの受検を義務付け、受検しない労働者に対

して懲戒処分を行うことは、労働者に受検を義務付けていない法の趣旨に照らして行っては

ならないこと。 

② ストレスチェック結果を事業者に提供することに同意しない労働者に対して、これを理由

とした不利益な取扱いを行うこと。 

③ 面接指導の要件を満たしているにもかかわらず、面接指導の申出を行わない労働者に対し

て、これを理由とした不利益な取扱いを行うこと。 

イ 面接指導結果を理由とした不利益な取扱い 

① 措置の実施に当たり、医師による面接指導を行うこと又は面接指導結果に基づく必要な措

置について医師の意見を聴取すること等の法令上求められる手順に従わず、不利益な取扱い

を行うこと。 

② 面接指導結果に基づく措置の実施に当たり、医師の意見とはその内容・程度が著しく異な

る等医師の意見を勘案し必要と認められる範囲内となっていないもの又は労働者の実情が

考慮されていないもの等の法令上求められる要件を満たさない内容の不利益な取扱いを行

うこと。 

③ 面接指導の結果を理由として、次に掲げる措置を行うこと。 

（ａ）解雇すること。 

（ｂ）期間を定めて雇用される者について契約の更新をしないこと。 

（ｃ）退職勧奨を行うこと。 

（ｄ）不当な動機・目的をもってなされたと判断されるような配置転換又は職位（役職）の変

更を命じること。 

（ｅ）その他の労働契約法等の労働関係法令に違反する措置を講じること。 

（２）ルールに定めるべき事項には、健康情報の取扱いの目的、取り扱う健康情報の範囲、

健康情報を取り扱う者とその権限、本人同意の取得等がある。 

（３）健康情報を取り扱う者とその権限については、事業場における健康情報を収集する目

的や健康情報を取り扱うための体制等の状況に応じて、部署や職種ごとに、その権限の

範囲を定めることが必要。 

（４）ルールを定めるに当たっては、衛生委員会等を活用して労使関与の下で検討する、又

は、衛生委員会を設置していない小規模事業場においては、事業者が定め労働者に通知

し、同意を得る等のプロセスを踏むことが必要。例えば、 

・ 同意の取得方法としては、労働者への周知義務がある就業規則に記載する 等 

（５）ルールを検討して定める単位については、当該企業及び事業場の実情を踏まえ、事業

場単位ではなく、企業単位とする場合も考えられる。 

（６）事業者は、労働者が健康情報の取扱いに同意しないことを理由とした不合理な不利益

取扱いを行ってはならない。 

（７）事業者は、健康情報の取扱いのルールについて、関係者への教育やルールの見直し等

の措置を行うことが必要。 

（８）事業者は、ルールに基づく運用が適切に行われなかった場合は、原則として、労働者

にその旨を説明するとともに、再発防止に取り組むことが必要。 
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３ 労働者の健康情報の収集・保管・使用 

※ 本項では、特に労働者の健康情報に係る収集から保管、使用までの一連の取扱いに当たって事業

者が講ずべき措置に関して、より詳細に規定する。なお、労働者の健康情報の「保管」のうち適正

管理については次項で規定する。 

（１）労働者の健康確保や事業者の安全配慮義務の履行及びそれ以外に、労働者の健康情報

の収集・保管・使用を行う正当な事由は以下のものが考えられる。 

・ 法令に基づく場合 

・ 本人が同意している場合 

・ 労働者等の生命、身体の保護のために必要がある場合であって、本人の同意を得る

ことが困難であるとき 等 

（２）労働者の健康情報の収集・保管・使用の範囲は以下のものが考えられる。 

・ 労働安全衛生法令に基づき、当然に又は本人同意を得て、事業者が取得することと

なっているもの 

（例：法定の一般定期健康診断の結果、法定の特殊健康診断の結果、健康診断等の事後措置に関す

る医師の意見、長時間労働者に対する医師による面接指導の結果、ストレスチェックの結果、スト

レスチェックの結果高ストレスと判定された者への医師による面接指導の結果 等） 

・ 事業場として取得することとして労働者の同意を得られているもの 

（例：がん検診の結果、人間ドックの結果のうち法定の一般定期健康診断の項目以外の項目、健康

保険組合等の医療保険者が労働者から入手した情報、職場復帰支援のための主治医の診断書 等） 

・ 労働者から任意に提供を受けたもの 

（例：労働者が健康保険組合等の医療保険者から入手した情報、治療と仕事の両立支援のための主

治医の診断書・意見書 等）                          等 

（３）労働者の健康情報については、そのほとんどが機密性が高い情報であることから、そ

の収集・保管・使用に当たっては、組織面、技術面等で十分な措置を講じることが必要

であるが、小規模な事業場では大規模事業場と同等の体制を整備することが困難である

という実情もある。そのため、小規模事業場においては上記２に掲げるような措置を講

じるとともに、事業場規模に応じてより充実した措置を講じることが必要。 

（４）労働者の健康情報の収集・保管・使用を担当する者及びその権限について、法令上の

整理は、情報の種類ごとに以下の表のとおり。なお、以下の取扱いは、主に、産業医等

の医療職種が機能している事業場を対象としてのものであり、医療職種が関与していな

い事業場においては、健康情報の取扱いのルールを定めた上で、事業者が取り扱う情報

を制限せずに事業者自らが適切に取り扱う、衛生推進者を選任している場合は衛生推進

者に取り扱わせる等の方法によることが考えられる。 

   なお、各項目についてのより詳細な取扱いについては、表の下に記載した例も参照の

こと。 
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労働安全衛生法令によ

り、事業者が情報を取

り扱うことについて 

健康情報取扱いのルー

ルにより、事業者が取

り扱う情報を制限する

ことについて 

健康診断の受診・未受診の情報 可能 可能 

健康診断の結果（法定の項目） 可能 可能 

健康診断の結果（法定外の項目） 不可能 － 

健康診断後の医師の意見 可能 不可能 

保健指導の結果 不可能 － 

再検査の結果 不可能 － 

精密検査の結果 不可能 － 

長時間労働者の面接指導の申出 可能 不可能 

長時間労働者の面接指導の結果 可能 可能 

長時間労働者の面接指導後の医師の意見 可能 不可能 

ストレスチェックの結果 不可能 － 

高ストレス者の面接指導の申出 可能 不可能 

高ストレス者の面接指導の結果 可能 可能 

高ストレス者の面接指導後の医師の意見 可能 不可能 

ストレスチェックの集団分析の結果 
可能(労働者数 10 人未満

の事業場に限り不可能) 
不可能 

健康相談の結果 不可能 － 

がん検診の結果 不可能 － 

職場復帰のための面談の結果 不可能 － 

治療と仕事の両立支援のための主治医の

意見書 
不可能 － 

通院状況等疾病管理のための情報 不可能 － 

（例） 

① 健康診断の結果について、既往歴及び業務歴は労働安全衛生法令に規定する項目

であるが、家族歴等は法定外の項目であり、本人の同意なく事業者が取り扱うこと

はできないため、運用上、産業医等の医療職者が加工を行い、就業制限のために事

業者が取り扱う必要がある場合は、本人の同意を取得することが必要となる。 

② 労働安全衛生法令に基づき行われた健康診断の結果のうち、特定健康診査及び特

定保健指導の実施に関する基準第２条に定める項目については、事業者は保険者の

求めに応じて健康診断の結果を提供しなければならないこととされているため、労

働者の同意なく事業者から保険者に提供できる。 
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③ 事業者が、高ストレス者の面接指導の実施に当たり、健康診断の結果等の情報を

医師に提供することは、安衛法に基づく事業者の義務を遂行する行為であり、本人

の同意を得なくても第三者提供の制限は受けないが、予め事業場のルールとして定

めた上で行うことが望ましい。なお、医師が、面接指導の実施に関して取得した情

報については、安衛法第 104 条に基づく守秘義務の対象となる。 

④ 長時間労働者の面接指導後の医師の意見について、衛生委員会等又は労働時間等

設定改善委員会へ報告する場合、医師からの意見は個人が特定できないように集

約・加工するなど労働者のプライバシーに適正な配慮を行うことが必要である。 

（５）事業場ごとにルールに定めるべき事項は具体的に以下のものが考えられる。 

・ 労働者の健康情報の収集・保管・使用の目的 

・ 労働者の健康情報の収集・保管・使用の方法 

・ 収集・保管・使用を行う労働者の健康情報・必須情報の範囲 

・ 労働者の健康情報の収集・保管・使用を行う者の権限 

・ 本人への通知及び同意の取得方法 

・ 第三者提供に際しての留意事項 

・ 労働者への周知の方法 

・ ルール策定前の情報の取扱い 等 

 

４ 労働者の健康情報の適正管理 

※ 本項では、労働者の健康情報の「保管」のうち、特に保有する労働者の健康情報の適正な管理（セ

キュリティ）に当たって事業者が講ずべき措置に関して、より詳細に規定する。 

（１）労働者の健康情報の適正な管理のために事業者が講ずべき安全管理措置等は具体的に

以下のものが考えられる。なお、これらの措置は個人情報の保護に関する法律において

も規定されており、同法も踏まえながら、事業場ごとの実情を考慮して、運用を図るこ

ととする。 

・ 健康情報を必要な範囲において正確・最新に保つための措置 

・ 健康情報の漏えい、紛失や改ざん等防止のための措置（健康情報の取扱いに係る組

織的体制の整備、正当な権限を有しない者からのアクセス防止ための措置等） 

・ 保管の必要がなくなった健康情報の適切な破棄 等 

（２）労働者の健康情報の適正管理について、（１）を踏まえて、事業場ごとにルールを定め

る。 

（３）労働者が有する自身の健康情報の開示や必要な訂正等及び利用停止等を求める権利に

ついても適切に対応するとともに、ほとんどの健康情報が、機密性が高い情報であるこ

とに鑑みて、特に配慮が必要。 

 

 

 



6 
 

今後の検討に当たって 

（１）不合理な不利益取扱いの防止やプライバシー保護の観点と事業者が行う労働者等の安全・健

康確保対策の充実の観点とで両立を図るべき。 

（２）国や自治体による政策を踏まえつつ、事業場と医療保険者による労働者の健康保持増進措置

の適切な促進に寄与するように検討する必要がある（労働者の健康情報は、利用目的の達成に

必要な範囲内で取り扱う必要があるが、この利用目的の範囲を過度に限定することがないよう

留意が必要。）。 

（３）個人情報保護法等の法令の規定を踏まえて、適切に定められるように検討する必要がある。 

（４）産業保健スタッフだけが把握する情報の位置付けについても検討する必要がある。 

（５）事業主、人事労務部門、産業保健部門等以外に労働者の健康情報の取扱いに関係する者は以

下のものが考えられる。 

・ 外部健診機関（がん検診の精度管理等） 

・ ＥＡＰ機関 

・ 両立支援コーディネーター 

・ 医療保険者 

・ 産業保健総合支援センター及びその地域窓口（地域産保センター） 等 

（６）労働者の健康情報の第三者提供の手続きや提供後の情報の取扱いについて必要な規定は何か。 

（７）国は、原則を示した上で、労働者の健康情報の適切な取扱いを推進するために、以下の例の

ようなツール等を整備すべき。 

（例）手引き、事例集、Ｑ＆Ａ、事業場ごとのルールの雛形 
 


